予算要求資料
平成29年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　項：商工費　　目：工鉱業振興費
	事業名　イスラム市場開拓促進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　商工労働部　観光企画課　海外戦略推進係　電話番号：058-272-1111（内 3078）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11334@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　1,600千円（前年度予算額：1,600千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,600
	
	
	
	
	
	
	
	1,600

	要求額
	1,600
	
	
	
	
	
	
	
	1,600

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
世界人口に占めるムスリム（イスラム教徒）人口は、2010年に16億人(構成比23.4％)、2030年には22億人(26.4％)と今後も拡大の見込みであり、また、近年マレーシアやインドネシアなどイスラム圏の経済成長が著しいことから、イスラム圏において大きな市場拡大が期待されている。さらには、近年イスラム圏からの観光客数が着実に増加していることから、ムスリム向けのインバウンド消費における県産品の国内外への販路拡大も期待されている。
一方、ムスリムには、イスラム教の戒律で定められている「ハラール」の定義に則した食品やサービスを提供する必要があり、その対応が課題となっている。
本県では、飛騨牛などの県産品輸出やイスラム圏からの観光客誘致を推進するため、平成２６年６月に「岐阜県ハラールプロジェクトチーム」を設置し、課題解決に向けた調査研究を実施している。

その一環として、加工食品関連事業者を対象にイスラム市場への輸出等に関する取り組み状況及び関心度を把握するためアンケート調査を実施したところ、イスラム市場への輸出の関心度は高いが、認証取得を検討している企業はわずかな状況である。
原因の一端として、ムスリムの多様性等により、ハラールに関する様々な情報が溢れ、体系化された正しい情報を得ることがまだまだ困難な状況であることが挙げられる。
こうした状況の中で、平成27年度は、ハラールの正しい知識、認証取得の必要性・効果など正確な情報を収集して理解を深めるとともに、国内外のハラール展示会や先行企業の状況等の調査研究を行い、県内加工食品関係企業に向けたセミナーと個別相談会を実施することにより、イスラム市場開拓に向けた県内企業の取組を促進した。さらに平成28年度は、27年度の事業実施結果を受けて、実際に県内の加工食品製造企業の商品のイスラム経済圏における市場性を確認するため、国内のイスラム市場進出に向けた展示会に出展した。
平成29年度には、前年度までの取組を活かし、イスラム経済圏の旺盛なインバウンド消費需要に対応することで県産品のイスラム向け販路拡大を図るため、国内外のイスラム経済圏向けバイヤーと県内の食・モノを中心とした事業者とのマッチングを行う。
なお、実施にあたっては、ＪＥＴＲＯ岐阜貿易情報センター、金融機関、等、海外展開支援の専門知識やノウハウを有する機関との連携を密にしながら効率的・効果的に実施していく。
（２）事業内容

○国内外のイスラム経済圏向けバイヤーとのマッチング
イスラム市場に興味のある県内の伝統工芸品製造業者ならびに食品加工業者等を対象として、国内外のイスラム市場向けバイヤーとのマッチング
・バイヤーの招請、県内企業の訪問、商談会（10社程度参加を予定）
　　
（３）県負担・補助率の考え方

  　　県内企業が１からイスラム市場の販路開拓を行うのはまだまだハードルが高いため、県が率先してイスラム市場開拓の機会を提供して支援していく必要がある。
（４）類似事業の有無
　　　無し
３　事業費の積算内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	8
	県内事業者との打合せ

	需用費
	10
	事務用品消耗品

	役務費
	11
	通信運搬費

	使用料
	141
	じゅうろくプラザ

	委託料
	1,430
	バイヤー商談会委託、国内外バイヤー招請委託

	合計
	1,600
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　岐阜県成長・雇用戦略　

６　戦略を推進するための基盤づくり　（３）販路拡大・海外展開

（２）後年度の財政負担
　　　イスラム市場開拓に踏み出す企業に対して、ハラール認証取得やイスラム市場での海外展示会出展への支援を実施する必要がある。

（３）事業主体及びその妥当性
公的機関である県が率先してイスラム市場に関する情報収集や販路開拓の場を設定することにより、イスラム市場やハラールに関する正しい理解が深まり、県内企業がイスラム市場に挑戦して成功する可能性が高くなる。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	平成29年までに、ハラール認証を取得する企業やイスラム市場とのバイヤー商談会に出展する意欲的な企業の創出を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	イスラム市場向けバイヤー商談会参加企業
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	0
（H28）
	10
（H29）
	0％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	実際に県内の加工食品製造企業の商品のイスラム経済圏における市場性を確認するため、国内のイスラム市場進出に向けた展示会に出展予定。
　展示会名：FOODEX JAPAN(東京)　出展日時:H29.3.7～3.9
  参加事業者：5社（予定）



（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
国内展示会への参加により、出展企業に対するイスラム経済圏の評価をダイレクトに知ることが出来た。
　今後も行政がフォローしていくことで、商談会参加企業がイスラム経済圏に対して継続的な取引が可能となることが見込まれる。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	近年、経済のグローバル化・ボーダレス化に伴い、県内中小企業の国際化は産業政策上極めて重要な課題となっており、一層の支援強化が必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

〇
	ハラール市場参入や認証取得の先行事例の情報収集、イスラム市場およびハラールに関する正しい情報・情報の把握、ターゲットの絞り込みを行うとともに、展示会への参加を通じイスラム市場への展開の道筋をつけることができた。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	イスラム市場に関心の高い県内企業、ジェトロや県産業経済振興センターと連携で事業を進めることにより、効率的な事業の実施、事業の目標を達成する可能性が高い。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
イスラム市場の開拓のためには、ムスリムのことを正しく理解する必要がるが、ムスリムも均一でなく、多様性があるため、イスラム市場の中のターゲットを絞り込むこと、また、中小企業にとっては、ハラール認証の対応に大きな負担がかかるため、その軽減方策の検討が必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　イスラム市場の攻略方法についての検討やその情報提供、機会提供を通じて、イスラム市場に挑む中小企業を支援していく。


